基発第339号

平成13年4月6日　

都道府県労働局長　殿

厚生労働省労働基準局長

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について
　今般、標記について、別添のとおり、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」（以下「基準」という。）を策定し、使用者に労働時間を管理する責務あることを改めて明らかにするとともに、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置等を示したところである。

　ついては、本基準の考え方、周知及び遵守のための指導等については、下記のとおりであるので、これが取扱いに遺漏なきを期されたい。

　なお、本基準については、別途リーフレットを配布することとしているので、その周知に当たり活用を図られたい。

記

１　基準の考え方

(1)　趣旨について

　　　労働基準法上、使用者（使用者から労働時間を管理する権限の委譲を受けた者を含む。以下同じ。）には、労働時間の管理を適切に行う責務があるが、一部の事業場において、自己申告制（労働者が自己の労働時間を自主的に申告することにより労働時間を把握するもの。以下同じ。）の不適正な運用により、労働時間の把握が曖昧となり、その結果、割増賃金の未払いや過重な長時間労働の問題も生じている。このため、これらの問題の解消を図る目的で、本基準において労働時間の適正な把握にために使用者が講ずべき具体的措置等を明らかにしたものであり、使用者は、基準を遵守すべきものであること。

(2)　基準の２の(1)について

　　　使用者に労働時間を適正に把握する責務があることを改めて明らかにしたものであること。また、労働時間の把握の現状をみると、労働日ごとの労働時間数の把握のみをもって足りるとしているものがみられるが、労働時間の適正な把握を行うためには、労働日ごとに始業・終業時刻を使用者が確認し、これを記録する必要があることを示したものであること。

(3)　基準の２の(2)について

　　ア　始業・終業時刻を確認するための具体的な方法としては、ア又はイによるべきであることを明らかにしたものであること。また、始業・終業時刻を確認する方法としては、使用者自らがすべての労働時間を現認する場合を除き、タイムカード、ICカード等の客観的な記録をその根拠とすること、又は根拠の一部とすべきであることを示したものであること。

　　イ　基準の２の(2)のアにおいて、「自ら現認する」とは、使用者が、使用者の責任において始業・終業時刻を直接的に確認することであるが、もとより適切な運用が図られるべきであることから、該当労働者からも併せて確認することがより望ましいものであること。

　　ウ　基準の２の(2)のイについては、タイムカード、ICカード等の客観的な記録を基本情報とし、必要に応じ、これら以外の使用者の残業命令書及びこれに対する報告書など、使用者が労働者の労働時間を算出するために有している記録とを突合することにより確認し、記録するものであること。

　　　　また、タイムカード、ICカード等には、ICカード、パソコン入力等が含まれるものであること。

　(4)　基準の２の(3)のアについて

　　　労働者に対して説明すべき事項としては、自己申告制の具体的内容、適正な自己申告を行ったことにより不利益な取扱いが行われることがないことなどがあること。

　(5)　基準の２の(3)のイについて

　　　自己申告による労働時間の把握については、曖昧な労働時間管理となりがちであることから、使用者は、労働時間が適正に把握されているか否かについて定期的に実態調査を行うことが望ましいものであるが、自己申告制が適用されている労働者や労働組合等から労働時間の把握が適正に行われていない旨の指摘がなされた場合などには、当該実態調査を行う必要があることを示したものであること。

　(6)　基準の２の(3)のウについて

　　　労働時間の適正な把握を阻害する措置としては、基準で示したもののほか、例えば、職場単位毎の割増賃金に係る予算枠や時間外労働の目安時間が設定されている場合においては、当該時間を超える時間外労働を行った際に賞与を減額するなど不利益な取扱いをしているものがあること。

　(7)　基準の２の(4)について

　　ア　労働基準法第１０９条において、「その他労働関係に関する重要な書類」について保存義務を課しており、始業・終業時刻など労働時間に記録に関する書類も同条にいう「その他労働関係に関する重要な書類」に該当するものであること。それに該当する労働時間に関係する書類としては、使用者が自ら始業・終業時刻を記録したもの、タイムカード等の記録、残業命令書及びその報告書並びに労働者が自ら労働時間を記録した報告書などがあること。

　　　　なお、保存期間である３年の起算点は、それらの書類毎に最後の記載がなされた日であること。

　　イ　上記アに関し、労働基準法第１０８条においては、賃金台帳の調整に係る義務を使用者に課し、この賃金台帳の記入事項については労働基準法施行規則第５４条並びに第５５条に規定する様式第２０号及び第２１号に、労働日数、労働時間数、休日労働時間数、早出残業時間数、深夜労働時間数が掲げられていることに留意すること。

　(8)　基準の２の(6)について

　　　基準の２の(6)に基づく措置を講ずる必要がある場合としては、次のような状況が認められる場合があること。

　　ア　自己申告制により労働時間の管理が行われている場合

　　イ　一の事業場において複数の労働時間制度を採用しており、これに対応した労働時間の把握方法がそれぞれ定められている場合

　　　　また、労働時間短縮推進委員会、安全・衛生委員会等の労使協議組織がない場合には、新たな労使協議組織を設置することも検討すべきであること。

２　基準の周知

　　本基準については、労働相談、集団指導、監督指導等あらゆる機会を通じて、使用者、労働者等に幅広く周知を図ることとし、本通達発出後、集中的な周知活動を行うこと。

　(1)　窓口における周知

　　　労働基準監督署の窓口において、就業規則届、時間外労働・休日労働に関する協定届等各種届出、申告・相談等がなされた際に、別途配布するリーフレットを活用し、本基準の周知を図ること。

　(2)　集団指導時等における周知

　　　労働時間に係る集団指導、他の目的のための集団指導、説明会等の場を通じて積極的に本基準の周知を図ること。

特に、自己申告制により労働時間の把握を行っている事業場等については、これを集団的にとらえ、本基準の周知を図ること。

　

３　基準の遵守のための指導等

　(1)　監督指導において、基準の遵守状況について点検確認を行い、使用者が基準に定める措置を講じていない場合には、所要の指導を行うこと。

　(2)　自己申告制の不適正な運用等により労働時間の適正な把握が行われていないと認められる事業場に対しては、適切な監督指導を実施すること。また、使用者が基準を遵守しておらず、労働基準法第３７条違反が認められかつ重大悪質な事案については、司法処分を含め厳正に対処すること。

（ 別添 ）

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について

　労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けていることから、使用者は、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する責務を有していることは明らかである。

　しかしながら、現状をみると、労働時間の把握に係る自己申告制（労働者が自己の労働時間を自主的に申告することにより労働時間を把握するもの。以下同じ。）の不適正な運用に伴い、割増賃金の未払いや過重な長時間労働といった問題が生じているなど、使用者が労働時間を適切に管理していない状況もみられるところである。

　こうした中で、中央労働基準審議会においても平成12年11月30日に「時間外・休日・深夜労働の割増賃金を含めた賃金を全額支払うなど労働基準法の規定に違反しないようにするため、使用者が始業、終業時刻を把握し、労働時間を管理することを同法が当然の前提としていることから、この前提を改めて明確にし、始業、終業時刻の把握に関して、事情事業主が講ずべき措置を明らかにした上で適切な指導を行うなど、現行法の履行を確保する観点から所要の措置を講ずることが適当である。」との建議がなされたところである。

　このため、本基準において、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにすることにより、労働時間の適切な管理の促進を図り、もって労働基準法の遵守に資するものとする。

1　適用の範囲

本基準の対象事業場は、労働基準法のうち労働時間に係る規定が適用される全ての事業場とすること。

　　また、本基準に基づき使用者（使用者から労働時間を管理する権限の委譲を受けた者を含む。以下同じ。）が労働時間の適正な把握を行うべき対象労働者は、いわゆる管理監督者及びみなし労働時間制が適用される労働者（事業場外労働を行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時間に限る。）を除くすべての者とすること。

　　なお、本基準の適用から除外する労働者についても、健康確保を図る必要があることから、使用者において適正な労働時間管理を行う責務がある。

2　労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置

（1）始業・終業時刻の確認および記録

使用者は、労働時間を適正に管理するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認

し、これを記録すること。

（2）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法

使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則として次のいずれかの方

法によること。

　　ア　使用者が、自ら現認することにより確認し、記録すること。

イ　タイムカード、ICカード等の客観的な記録を基礎として確認し、記録すること。

（3）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置

　　　上記（2）の方法によることなく、自己申告制によりこれを行わざるを得ない場合、使用者

は次の措置を講ずること。

　　ア　自己申告制を導入する前に、その対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく

記録し、適正に自己申告を行うことなどについて十分な説明を行うこと。

　　イ　自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かについて、必

要に応じて実態調査を実施すること。

　　ウ　労働者の労働時間の適正な申告を阻害する目的で時間外労働時間数の上限を設定するな

どの措置を講じないこと。また、時間外労働時間の削減のための社内通達や時間外労働手

当の定額支払等労働時間に係る事業場の措置が、労働者の労働時間の適正な申告を阻害す

る要因となっていないかについて確認するとともに、当該要因となっている場合において

は、改善のための措置を講ずること。

（4）労働時間の記録に関する書類の保存

　　　労働時間の記録に関する書類について、労働基準法第109条に基づき、3年間保存するこ

と。

（5）労働時間を管理する者の職務

　　　事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労働時間の適正な

把握等労働時間の適正化に関する事項を管理し、労働時間管理上の問題点の把握及びその解

消を図ること。

（6）労働時間短縮推進員会等の活用

　　　事業場の労働時間管理の状況を踏まえ、必要に応じ労働時間短縮推進員会等の労使協議組

織を活用し、労働時間管理の現状を把握の上、労働時間管理上の問題点及びその解消策等の

検討を行うこと。
基発第0523003号

平成15年5月23日

都道府県労働局長　殿

厚生労働省労働基準局長

賃金不払残業総合対策要綱について

　賃金不払残業（所定労働時間外に労働時間の一部又は全部に対して所定の賃金又は割増賃金を

支払うことなく労働を行わせること。以下同じ。）の解消については、「労働時間の適正な把握の

ために使用者が講ずべき措置に関する基準について」（平成13年４月６日付け基発第339号）を

発出し、その遵守徹底に努めてきたところであるが、今般、別紙１のとおり、「賃金不払残業総合

対策要綱」（以下「要綱」という。）を策定し、これまでの厚生労働省による対応をさらに強化す

るとともに、事業場における不払残業の実態を最もよく知る立場にある労使に対して主体的な取

組を促すことにより、適正な労働時間の管理を一層徹底するとともに、賃金不払残業の解消を図

ることとしたところである。

　ついては、貴職におかれては、本要綱に基づく措置の周知徹底を図るとともに、労働時間の管

理の適正化と賃金不払残業の解消の一層の推進に努められたい。

　なお、関係団体に対し、別紙２とおり要請を行ったので、了承されたい。

（（注：全医労）関係団体とは、日本経済団体連合会及び日本労働組合総連合である。）

（別紙１）

賃金不払残業総合対策要綱

1　趣旨

賃金不払残業（所定労働時間外に労働時間の一部又は全部に対して所定の賃金又は割増賃金を支払うことなく労働を行わせること。以下同じ。）は、労働基準法に違反する、あってはならないものであり、その解消を図るために、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について」（平成13年4月6日付け基発第339号。以下「労働時間適正把握基準」という。）を発出し、使用者に適正に労働時間を管理する責務があることを改めて明らかにするとともに、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置等を具体的に示したところであり、厚生労働省としても、その遵守徹底に努めてきたところである。

しかしながら、現状をみると、未だ労働時間の把握に係る自己申告制（労働者が自己の労働時間を自主的に申告することにより労働時間を把握するもの。以下同じ。）の不適正な運用など使用者が適正に労働時間を管理していないことを原因とする割増賃金の不払いなどの状況もみられるところである。

このため、事業場における賃金不払残業の実態を最もよく知る立場にある労使に対して主体的な取組を促すとともに、これまでの厚生労働省による対応をさらに強化することにより、適正な労働時間の管理を一層徹底するとともに、賃金不払残業の解消を図ることとする。

2　「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」の策定

適正に労働時間を管理するために労使関係者が講ずべき事項を盛り込んだ「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」を策定し、企業の本社と労働組合等の主体的取組を促すとともに、労働相談、集団指導、監督指導等あらゆる機会を通じて、使用者、労働者等に幅広く周知を図る。

3　「賃金不払残業解消キャンペーン月間」の実施

「賃金不払残業解消キャンペーン月間」を設定し、賃金不払残業の解消と適正な労働時間の管理に向けたキャンペーン活動を実施し、労使の主体的取組を促す。

4　都道府県レベルでの労使当事者の意識改革の推進

地域産業労働懇談会など都道府県単位で労使の参集を得る場を活用し、労働時間の管理の適正化の周知徹底と気運の醸成を図る。

5　的確な監督指導等の実施と「賃金不払残業重点監督月間」の設定

（１）的確な監督指導等の実施

　　　本省、都道府県労働局、労働基準監督署が一体となって労働時間適正把握基準の周知徹底を行うとともに、的確な監督指導を実施し、特に法違反が認められかつ重大悪質な事案については、司法処分を含め厳正に対処する。

本社等において各部署に対して適正な労働時間の管理について一定の指示等を行っているにもかかわらず、各部署において賃金不払残業の疑いがある場合には、監督指導時に、必要に応じ、労働組合等からも事情を聴き、その実態を十分に把握した上で、改善指導を行う。

（２）「賃金不払残業重点監督月間」の設定

「賃金不払残業重点監督月間」を設定し、賃金不払残業に係る重点監督を実施する。

また、上記3に掲げる「賃金不払残業解消キャンペーン月間」においても、その実施に合わせて、重点監督を実施する。

6　賃金不払残業に係る事例の取りまとめ

賃金不払残業に係る今後の監督指導の状況を踏まえつつ、必要に応じて、賃金不払残業について送検事例、是正事例等を収集・整理の上、取りまとめて公表する。
基発第0523004号

平成15年5月23日

都道府県労働局長　殿

厚生労働省労働基準局長

賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針について

　今般、別紙１のとおり、「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」（以下「指針」という。）を策定し、労働時間の管理の適正化と賃金不払残業の解消のために労使が取り組むべき事項を示したところである。

　ついては、貴職におかれては、本指針の周知を図り、労働時間の管理の適正化と賃金不払残業の解消の一層の推進に努められたい。

　なお、関係団体に対し、別紙２のとおり要請を行ったので、了承されたい。

（（注：全医労）関係団体とは、日本経済団体連合会及び日本労働組合総連合である。）

（別紙１）

賃金不払残業の解消を図るため講ずべき措置等に関する指針

1　趣旨

賃金不払残業（所定労働時間外に労働時間の一部又は全部に対して所定の賃金又は割増賃金を支払うことなく労働を行わせること。以下同じ。）は、労働基準法に違反する、あってはならないものである。

このような賃金不払残業の解消を図るためには、事業場において適正に労働時間が把握される必要があり、こうした観点から、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき基準」（平成13年4月6日付け基発第399号。以下「労働時間適正把握基準」という。）を策定し、使用者に労働時間を管理する責務があることを改めて明らかにするとともに、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置等を具体的に明らかにしたところである。

しかしながら、賃金不払残業が行われることのない企業にしていくためには、単に使用者が労働時間の適正な把握に努めるに止まらず、職場風土の改革、適正な労働時間の管理を行うためのシステムの整備、責任体制の明確化とチェック体制の整備等を通じて、労働時間の管理の適正化を図る必要があり、このような点に関する労使の主体的な取組を通じて、初めて賃金不払残業の解消が図られるものと考える。

このため、本指針においては、労働時間適正把握基準において示された労働時間の適正な把握のために、使用者が講ずべき措置等に加え、各企業において労使が各事業場における労働時間の管理の適正化と賃金不払残業の解消のために講ずべき事項を示し、企業の本社と労働組合等が一体となっての企業全体としての主体的取組に資することとするものである。

2　労使に求められる役割

（１）労使の主体的取組

　　労使は、事業場内において賃金不払残業の解消の実態を最もよく知るべき立場にあり、各々

が果たすべき役割を十分に認識するとともに、労働時間の管理の適正化と賃金不払残業の解

消のために主体的に取り組むことが求められるものである。

また、グループ企業などにおいても、このような取組を行うことにより、賃金不払残業の

解消の効果が期待できる。

（２）使用者に求められる役割

　　労働基準法は、労働時間、休日、深夜業等について使用者の遵守すべき基準を規定してお

り、これを遵守するためには、使用者は、労働時間を適正に把握する必要あることなどから、

労働時間を適正に管理する責務を有していることは明らかである。したがって、使用者にあ

っては、賃金不払残業を起こすことのないよう適正に労働時間を管理しなければならない。

（３）労働組合にもとめられる役割

　　一方、労働組合は、時間外・休日労働協定（36協定）の締結当事者の立場に立つものであ

る。したがって、賃金不払残業が行われることのないよう、本社レベル、事業場レベルを問

わず企業全体としてチェック機能を発揮して主体的に賃金不払残業を解消するために努力す

るとともに、使用者が講ずる措置に積極的に協力することが求められる。

（４）労使の協力

　　賃金不払残業の解消を図るための検討については、労使双方がよく話し合い、十分な理解

と協力の下に、行われることが重要であり、こうした観点から、労使からなる委員会（企業

内労使協議組織）を設置して、賃金不払残業の実態の把握、具体策の検討及び実施、具体策

の改善へのフィードバックを行うなど、労使が協力して取り組む体制を整備することが望ま

れる。

3　労働組合に求められる役割

（1） 労働時間適正把握基準の遵守

労働時間適正把握基準は、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき具体的措置等

を明らかにしたものであり、使用者は賃金不払残業を起こすことのないようにするために、

労働時間適正把握基準を遵守する必要がある。

また、労働組合にあっても、使用者が適正に労働時間を把握するために労働者に対して労

働時間適正把握基準の周知を行うことが重要である。

（2） 職場風土の改革

賃金不払残業の責任が使用者にあることは論を待たないが、賃金不払残業の背景には、職

場の中に賃金不払残業が存在することはやむを得ないとの労使双方の意識（職場風土）が反

映されている場合が多いという点に問題があると考えられることから、こうした土壌をなく

していくため、労使は、例えば、次に掲げるような取組を行うことが望ましい。

1 経営トップ自らによる決意表明や社内巡視等による実態の把握

2 労使合意による賃金不払残業撲滅の宣言

3 企業内又は労働組合内での教育

（3） 適正に労働時間の管理を行うためのシステムの整備

①　適正に労働時間の管理を行うためのシステムの確立

賃金不払残業が行われることのない職場を創るためには、職場において適正に労働時間を管理するシステムを確立し、定着させる必要がある。

このため、まず、例えば、出退勤時刻や入退室時刻の記録、事業場内のコンピュータシステムへの入力記録等、あるいは賃金不払残業の有無も含めた労働者の勤務状況に係る社内アンケートの実施等により賃金不払残業の実態を把握した上で、関係者が行うべき事項や手順等を具体的に示したマニュアルの作成等により、「労働時間適正把握基準」に従って労働時間を適正に把握するシステムを確立することが重要である。

その際に、特に、始業及び終業時刻の確認及び記録は使用者自らの現認又はタイムカード、ICカード等の客観的な記録によることが原則であって、自己申告制によるのはやむを得ない場合に限られるものであることに留意する必要がある。

　　②　労働時間の管理のための制度等の見直しの検討

必要に応じて、現行の労働時間の管理のための制度やその運用、さらには仕事の進め方も含めて見直すことについても検討することが望まれる。特に、賃金不払残業の存在を前提とする業務遂行が行われているような場合には、賃金不払残業の温床となっている業務体制や業務指示の在り方にまで踏み込んだ見直しを行うことも重要である。

その際には、例えば、労使委員会において、労働者及び管理者からヒアリングを行うな

どにより、業務指示と所定外労働のための予算額との関係を含めた勤務実態や問題点を具

体的に把握することが有効と考えられる。

③　賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施

賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施（賃金不払残業を行った労働

者も、これを許した現場責任者も評価しない。）等により、適正な労働時間の管理を意識し

た人事労務管理を行うとともに、こうした人事労務管理を現場レベルでも徹底することも

重要である。

（４）労働時間を適正に把握するための責任体制の明確化とチェック体制の整備

①　労働時間を適正に把握し、賃金不払残業の解消を図るためには、各事業場ごとに労働時間の管理の責任者を明確にしておくことが必要である。特に、賃金不払残業が現に行われ、又は過去に行われていた事業場については、例えば、同じ指揮命令系統にない複数の者を労働時間の管理の責任者とすることにより牽制体制を確立して労働時間のダブルチェックを行うなど厳正に労働時間を把握できるような体制を確立することが望ましい。

また、企業全体として、適正な労働時間の管理を遵守徹底させる責任者を選任することも重要である。

②　労働時間の管理とは別に、相談窓口を設置する等により賃金不払残業の実態を積極的に把握する体制を確立することが重要である。その際には、上司や人事労務管理担当者以外の者を相談窓口とする、あるいは企業トップが直接情報を把握できるような投書箱(目安箱)や専用電子メールアドレスを設けることなどが考えられる。

③　労働組合においても、相談窓口の設置等を行うとともに、賃金不払残業の実態を把握した場合には、労働組合としての必要な対応を行うことが望まれる。
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